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（１）林業生産の動向

　2018年の林業産出額は、前年比
３％増の5,020億円で、2000年
以来、18年ぶりに5,000億円台を
回復
　　木材生産の占める割合は2002年
以降は５割程度で推移

（２）林業経営の動向

　「2015年農林業センサス」によると、林
家83万戸のうち保有山林面積が10ha未満
の林家が88％を占め、小規模・零細な所有
構造

　林業経営体による素材生産量及び労働生
産性は上昇傾向

　森林組合は、１組合当たりの総事業費取
扱高が増加する一方で、総事業費が平均の
４分の１に満たない小規模な組合が２割存在
　　林業従事者も含めた山元への一層の利益
還元に向けて、森林組合の経営基盤の強化
が必要

（３）林業労働力の動向

　林業従事者数は減少傾向であり、林業労
働力の確保・育成や所得の向上、労働安全
の確保等が課題

　「緑の雇用」事業等による新規就業者の確
保・育成、林業経営体の収益性の改善や高
度技能者の育成等による林業労働者のキャ
リア形成を通じた所得向上の取組を推進

　また、労働安全の確保に向け、林業経営
体に対して現場巡回指導や労働安全衛生改
善対策セミナーを実施

　林業への就業を目指す若手技術者の教育・
研修機関を整備する動きが全国で活発化

１．林業の動向
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林業産出額の推移

全国の林業大学校一覧
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木材生産の割合(右軸)
61％

50％
46％

53％ 53％ 53％

　注：「その他」は、薪炭生産、林野副産物採取。
資料：農林水産省「林業産出額」

府県等 名称 府県等 名称
岩手県 いわて林業アカデミー 兵庫県 兵庫県立森林大学校
秋田県 秋田林業大学校 和歌山県 和歌山県農林大学校

山形県 山形県立農林大学校 鳥取県
日南町

にちなん中国山地林業
アカデミー

群馬県 群馬県立農林大学校 島根県 島根県立農林大学校

福井県 ふくい林業カレッジ 徳島県 とくしま林業
アカデミー

長野県 長野県林業大学校 高知県 高知県立林業大学校

岐阜県 岐阜県立森林文化
アカデミー 熊本県 くまもと林業大学校

静岡県 静岡県立農林大学校 大分県 おおいた林業アカデミー
京都府 京都府立林業大学校 宮崎県 みやざき林業大学校
　注： 学校教育法に基づく専修学校や各種学校、自治体の研修機関で、

修学・研修期間は１～２年間であるものを、府県等が「林業
大学校」等として設置している。

資料：林野庁研究指導課調べ。

林家の数と保有山林面積

注１：（　）内の数値は合計に占める割合。
　２：計の不一致は四捨五入による。
資料：農林水産省「2015年農林業センサス」

［林家］

林家数
（83万戸）

保有山林面積
（517万 ha）

［林業経営体］

林業経営体数
（8.7 万経営体）

保有山林面積
（437万 ha）

50-100ha
0.4万経営体
（4%）

5ha未満
9万 ha
（2%）

100ha以上
0.4万経営体
（4%）

5-10ha
16 万 ha
（4%）

保有山林なし
0.1万経営体
（1%）

50-100ha
24 万 ha
（5%）

1-5ha
61.7 万戸
（74%）

1-5ha
129 万 ha
（25%）

100ha 以上
331 万 ha
（76%）

10-50ha
58 万 ha
（13%）

5-10ha
72 万 ha
（14%）

10-50ha
164 万 ha
（32%）

5-10ha
11.1 万戸
（13%）

5ha未満
2.5万経営体
（28%）

5-10ha
2.4万経営体
（28%）

10-50ha
3.0万経営体
（34%）

10-50ha
9.1 万戸
（11%）

50-100ha
0.7 万戸
（1%）

100ha 以上
0.4 万戸
（0.4%）

50-100ha
43 万 ha
（8%）

100ha 以上
108 万 ha
（21%）



18

（４）林業経営の効率化に向けた取組

施業の集約化等

　効率的な作業システムにより生産性向上を
図るためには、複数の所有者の森林を取りま
とめ、路網整備や間伐等の森林施業を一体的
に実施する「施業の集約化」が必要

　提案型集約化施業を担う「森林施業プラン
ナー」の育成、森林経営計画制度の運用等を通
じて、施業の集約化を推進

　所有者が不明な森林、境界が不明確な森林
の存在が施業集約化の課題

　所有者や境界の情報等を一元的に取りまと
め、その一部を林業事業体に公表する林地台
帳制度が、2019年４月から本格運用開始

　2019年４月からスタートした森林経営管
理制度では、所有者が不明な森林等に関する
特例を措置

効率的な作業システムの普及

　森林資源が充実した区域等において、林道、
林業専用道、森林作業道をバランスよく組み
合わせた路網整備の推進が必要

　高性能林業機械を活用した効率的な作業シ
ステムを普及

造林の低コスト化・省力化に向けた取組

　造林コストの縮減のため、「伐採と造林の
一貫作業システム」の導入等を推進

　成長等に優れた優良品種（エリートツ
リー）の開発が行われるとともに、下刈りの
省力化と組み合わせた実証的取組も実施

　早生樹は、伐期が短く投資の回収が早ま
るなど再造林樹種としての可能性
　　早生樹の施業技術の開発や利用に向けた
実証的取組が増加

林地台帳を活用した
森林施業の集約化のイメージ

第Ⅱ章　林業と山村（中山間地域）

コウヨウザンの苗畑

特定母樹に指定された
エリートツリー（植栽後４年）

市町村

森林組合・林業事業体等

林地台帳の
情報を提供

　所有者を特定し施業集約化の働きかけ

林地台帳の情報

施業集約化の合意形成が進み、間伐等が推進

●所有者の情報（住所、氏名）　
●土地の地番、地目、面積
●森林経営計画認定状況
●測量の実施状況

【林地台帳】 【地図】

情報の収集・整理 現地確認 現地での説明

戸別訪問による説明 所有者立会いのもと境界を確認

資料：林野庁計画課作成。
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　「造林」の課題解決をテーマとした林業人材と異分野人材による課題解決型事業開発プログラム
を実施

先端技術の活用による林業経営の効率化の推進

　ICTやAI等の先端技術を活用した林業の低コスト・省力化など、「林
業イノベーション」の実現に向けた取組が必要

　ICTを活用し、森林資源情報の把握、木材の生産・流通の各段階にお
ける作業の効率化、安全性の向上を図る取組等を推進

　航空レーザ計測による森林資源情報や地形データの活用、路網設計支
援ソフトの活用等による作業の省力化など、各地で実践的取組が進展

　安全性の向上や省力化等を目指し、林業作業の自動化等に向けた機械
開発を推進

（１）きのこ類の動向

　特用林産物は林業産出額の約５割
を占め、地域経済の活性化や雇用の
確保に貢献

　特用林産物の生産額の８割以上が
きのこ類で、その生産量については
近年はほぼ横ばい

　きのこ生産者数は減少傾向

　きのこ類の消費拡大・安定供給等
に向けた取組を支援

２．特用林産物の動向
きのこ類生産量の推移

ドローン画像解析により
単木ごとの資源情報を把握

＜事例＞ 
林業人材と異分野人材のオープンイノベーションに期待

　重労働、高コストといった造林の
課題解決を目的として、2019年度、
林野庁は、林業現場を知る林業人材
と独自の技術やノウハウを持つ異分
野人材の協業により、課題解決につ
ながるビジネスを創出する課題解決
型事業共創プログラム「Sustainable 
Forest Action」を実施。

　69名14チームが、約２か月間に
わたり、様々な事業構想の検討や試
作品の制作等を行い、12月７日の最
終審査会で成果を発表
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受賞チームの 
事業名 事業概要

最優秀賞受賞
チーム 

「森がたり」

　環境教育に興味があるユーザーに対して、バーチャル学
習、現場での伐採・造林の体験、伐採した材を加工した家
具をユーザーに届けるなどのコンテンツを提供。
　その現場に自伐林家の森林を活用することで、自伐林家
の収入をアップさせ、伐採・再造林を促す。

優秀賞受賞 
チーム 

「森も視守る 
“まもり”」

　アナログでバラバラに存在する森林情報を、森林所有者
が見やすく、デジタルで確認できるアプリ。
　個人の森林所有者が、適切な森林管理や相続・売買につ
いて、アプリ上で専門家に相談できるようになることで、
再造林の放棄を防ごうとするもの。

優秀賞受賞 
チーム 

「森のコイン」

　山林の価値を自動評価し、森林所有者へコミュニティ通貨「森
のコイン」を発行するサービス。
　このサービスを通じて、地元を離れる森林所有者と林業関係者
とのつながりを再構築し、誰もが地域や企業の森づくり活動に参
加することができるようになる事業。

受賞した事業の概要一覧
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■ その他　　　■ エリンギ　■ まいたけ　　■ ぶなしめじ
■ えのきたけ　■ なめこ　　■ 生しいたけ　■ 乾しいたけ

注１：乾しいたけは生重換算値。
　２：2000年までの「その他」はひらたけ、まつたけ、きくらげ類の合計。

2005年以降の「その他」はひらたけ、まつたけ、きくらげ類等の合計。
資料：林野庁「特用林産基礎資料」
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（２）漆、木炭、竹、薪等の特用林産物の動向

　国産漆の生産量は、国宝・重要文
化財建造物の保存修理に原則として
国産漆を使用する方針となったこと
を背景に、近年増加傾向で推移

　木炭の生産量は長期的に減少傾向
で推移

　竹材（竹紙等の原料）の生産量は
2010年を底に増加傾向に転じ、
2018年は114万束（3.4万トン）

　薪の生産量は近年は５万㎥（丸太換
算）前後で推移

（１）山村の現状

　山村は、住民が林業を営む場であ
り、森林の多面的機能の発揮に重要
な役割
　　林業は、雇用の確保等を通じて山
村の振興に貢献しており、山村の活
性化のためにも林業の成長産業化が
必要

　「山村振興法」に基づく振興山村は
国土面積の約５割、林野面積の約６
割を占めるが、過疎化・高齢化が進
行

　過疎地域等では、空き家の増加や
耕作放棄地の増大等の問題が発生

　一方、山村の豊富な森林・水資源、
景観、文化等に対しては、都市住民
や外国人旅行客から多くの関心

３．山村（中山間地域）の動向

第Ⅱ章　林業と山村（中山間地域）
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資料：林野庁「特用林産基礎資料」

国産漆の生産量と自給率の推移

全国に占める振興山村の割合

過疎地域等の多くの集落で発生している問題
上位10回答（複数回答）

総土地面積（万 ha）

振興山村 振興山村以外の地域
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100

1,789
（47％）
1,789
（47％）

1,991
（53％）
1,991
（53％）

林野面積（万 ha）

1,516
（61％）
1,516
（61％）

964
（39％）
964

（39％）

人口（万人）

360（3％）360（3％）

12,349
（97％）
12,349
（97％）

（%）

　注：総土地面積及び林野面積は2015年２月１日現在。人口は2015年10
月１日現在。

資料：総務省「平成27年国勢調査」、農林水産省「2015年農林業センサス」
を基に林野庁作成。

　注：市町村担当者を対象とした調査結果。
資料：国土交通省及び総務省「過疎地域等条件不利地域における集落の現況

把握調査」（2016年３月）

空き家の増加
耕作放棄地の増大

働き口の減少
商店・スーパー等の閉鎖
住宅の荒廃（老朽家屋の増加）
獣害・病虫害の発生

公共交通の利便性の低下
森林の荒廃

伝統的祭事の衰退
集落・地区で行ってきた行事の減少

（％）

82.982.9
71.671.6
68.668.6

64.064.0
62.362.3
61.961.9

51.351.3
45.345.3
43.243.2
38.838.8

0 50 100

　は特に深刻な
問題と回答が
あったもの
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第Ⅱ章　林業と山村（中山間地域）

　農地として再生利用が困難な農地（荒廃農地）に、センダン等の早生樹を植えることで、森林
として活用する取組も

　

（２）山村の活性化

　第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2019年12月閣議決定）において、地方創生の基
本目標達成のための施策の一つとして、林業の成長産業化が位置付けられ、森林資源の循環利用
を図りつつ、成長産業化を実現することが必要

　里山林の保全管理を進めるためには、地域住民等が森林資源を活用しながら持続的に里山林と
関わる仕組みが必要
　　地域住民等による里山林の保全管理や森林資源利用等の取組を支援

　都市との交流を促進するため、国有林の「レ
クリエーションの森」等の森林空間を観光資
源として活用する取組や、環境教育、体験活
動等の場として総合的に利用する取組を推進

　教育、健康、観光・レジャーの場として、
森林空間を利用しようとする新たな動きや、
枝条等の未利用資源活用による「香ビジネス」
創出の可能性が拡大

　こうした流れを受け、多様な分野で森林空
間を活用して、山村地域における新たな雇用
と収入機会を生み出す「森林サービス産業」
や、森林の未利用資源を利用し植物精油とし
ての活用を図る「香ビジネス」の創出・推進に向けた課題解決方策を検討する「森林サービス産業」
検討委員会を設置

　「森林サービス産業」に関心のある様々なセクターの者が集い、意見交換や情報共有を図る
「Forest Style ネットワーク」を2019年11月に立ち上げ

＜事例＞ 
荒廃農地にセンダンを植える取組

　これまでセンダンの植栽に関する研究を進めて
きた熊本県では、安定したセンダン材の供給に向
けて、荒廃農地にセンダンを植える取組を支援

　佐賀県では、2019年10月、佐賀県杵
き

藤
とう

農林事
務所が中心となり太

た

良
ら

町
ちょう

の荒廃農地にセンダン苗
木70本を試験的に植林

　　このような取組が中山間地域の課題解決及び林
業振興につながることを期待

荒廃農地に植林されたセンダン（熊本県）

森の中で横になり深い呼吸を感じる森林浴の様子


